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廃止措置計画変更認可申請書の一部補正について

令和 3 年 9 月 3 日付け令 03 原機（敦廃）002 をもって変更認可を申請した新型転

換炉原型炉施設の廃止措置計画を添付のとおり一部補正いたします。



 

 
添付 

１．補正内容 

令和 3 年 9 月 3 日付け令 03 原機（敦廃）002 をもって変更認可を申請した新型

転換炉原型炉施設の廃止措置計画に関し，別紙のとおり補正する。 
 
２．補正理由 

(1) 本文 6「廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」の「表 6-1 性

能維持施設」のセメント混練固化装置について機能維持の方法及び性能の記載

を変更する。また，原子炉補機冷却系の除熱対象機器名称を修正するととも

に，今後導入するユニット型空気圧縮機の記載を一部修正する。 
(2) 本文 7「廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設の位置,構造及

び設備並びにその性能,その性能を維持すべき期間」にセメント混練固化装置の

設計及び工事の方法について，「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則」への適合が分かるように記載を具体化する。 
(3) 添付書類 6「廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性

能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」にセメント混練固化装置

の「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」へ

の適合性確認結果を追記する。 
(4) 原子炉補機冷却系代替冷却装置の設置について変更認可申請から取り下げる

ため，添付書類 6「廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及び

その性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」から記載を削除す

る。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 
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・原子炉補機冷却系

の除熱対象機器名称

を「中央制御室換気
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却
水

放
水

路
の

放
水

槽
モ

ニ
タ

―

放
水

槽
モ

ニ
タ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0

-
1
～

1
0

5
 ｓ

-
1

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
放

射
性

物
質

の
濃

度
を

測
定

で
き

る

状
態

で
あ

る
こ

と

・
警

報
設

定
値

に
お

い
て

警
報

が
発

信

す
る

状
態

で
あ

る
こ

と

復
水

器
冷

却
水

放
水

路
の

維
持

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

気
象

観
測

設
備

(た
だ

し
，

日
本

原
子

力
発

電
株

式
会

社
敦

賀
発

電
所

兼
用

の
も

の
を

除
く

)

―

気
象

観
測

装
置

記
録

計

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
中

央
制

御
室

監
視

機
能

点
検

・
校

正
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
気

象
観

測
デ

ー
タ

が
記

録
で

き
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

固
定

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
設

備
(た

だ
し

，
日

本
原

子
力

発
電

株

式
会

社
敦

賀
発

電
所

兼
用

の
も

の
を

除
く

)

―

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
ポ

ス
ト

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
屋

外

　
・
種

類
：
N

aI
(T

l)
シ

ン
チ

レ
ー

シ
ョ
ン

　
・
計

測
範

囲
：
1
0
～

1
0

5
 n

G
y
/
h

監
視

機
能

点
検

・
校

正
及

び
警

報
動

作
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
警

報
動

作
値

が
警

報
設

定
値

及
び

そ

の
誤

差
範

囲
内

で
発

生
し

，
警

報
が

正

常
に

動
作

す
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

放
射

能
観

測
車

（
無

線
装

置
付

）
―

車
載

放
射

線
測

定
器

　
・
基

数
：
一

式
監

視
機

能
点

検
・
校

正
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
発

電
所

周
辺

地
域

の
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
え

る
こ

と

使
用

済
燃

料
の

施
設

外
へ

の
搬

出
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

原
子

炉
格

納
容

器
―

直
径

3
6
ｍ

,高
さ

6
4
ｍ

の
上

下
部

鏡
付

き
円

筒

型
鋼

板
製

　
・
基

数
：
１
基

　
･位

置
：
原

子
炉

建
屋

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

外
周

コ
ン

ク
リ
ー

ト
壁

―

鉄
筋

コ
ン

ク
リ
ー

ト
造

　
・
基

数
：
1
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

建
屋

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

重
水

系
重

水
貯

槽
―

重
水

貯
槽

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
円

筒
形

　
・
容

量
：
7
5
m

3
×

2
基

貯
蔵

機
能

外
観

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

貯
蔵

し
て

い
る

重
水

の
抜

出
完

了
ま

で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

―

原
子

炉
補

機
冷

却
系

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ
―

原
子

炉
補

機
冷

却
熱

交
換

器

　
・
基

数
：
1
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
円

筒
多

管
式

原
子

炉
補

機
冷

却
水

ポ
ン

プ

　
・
基

数
：
1
台

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
横

置
両

吸
込

渦
巻

ポ
ン

プ

　
・
容

量
：
1
,2

4
8
ｍ

3
/
ｈ

除
熱

機
能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
運

転
量

が
基

準
値

を
満

足
し

，
各

部

の
運

転
状

態
に

異
常

の
な

い
こ

と

設
備

ご
と

の
代

替
冷

却
装

置
の

供
用

開
始

ま
で

原
子

炉
周

辺
設

備

解
体

撤
去

期
間

原
子

炉
補

機
冷

却

系
の

除
熱

対
象

機

器
で

あ
る

蒸
発

濃
縮

装
置

濃
縮

器
復

水

器
及

び
中

央
制

御

室
換

気
系

は
冷

却

塔
に

よ
る

代
替

冷
却

装
置

を
，

床
ド

レ
ン

収

集
ポ

ン
プ

，
廃

液
収

集
ポ

ン
プ

及
び

プ
ー

ル
水

冷
却

浄
化

系

循
環

ポ
ン

プ
は

冷
却

水
循

環
装

置
に

よ
る

代
替

冷
却

装
置

を
設

置
し

，
設

備
ご

と
に

維

持
管

理
す

る
。

設
備

（
建

屋
）
名

称

放
射

線
管

理
施

設
屋

外
管

理
用

の
主

要
な

設
備

原
子

炉
格

納
施

設
構

造

・
放

射
性

物
質

が
漏

え
い

す
る

よ
う
な

有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

・
放

射
線

障
害

の
防

止
に

影
響

す
る

よ
う

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

原
子

炉
建

屋
の

管
理

区
域

の
解

除
完

了
ま

で
（
原

子
炉

建
屋

解

体
に

準
ず

る
）

建
屋

解
体

期
間

―

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

表
6-

1 
性

能
維

持
施

設
 （

6/
11

）

表
6-

1 
性

能
維

持
施

設
 （

6/
11

）

1
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施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

非
常

用
電

源
設

備
蓄

電
池

所
内

用

蓄
電

池
 一

式

　
・
基

数
：
2
基

　
・
位

置
：
原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・
種

類
：
ク

ラ
ッ

ド
式

エ
ボ

ナ
イ

ト
槽

密
封

形

　
・
容

量
：
2
,5

0
0
A

H
(1

0
時

間
率

)

　
・
電

圧
：
1
1
5
V

電
源

供
給

機
能

通
常

時
，

停
電

時
の

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

・
交

流
電

源
喪

失
時

，
蓄

電
池

側
に

正

常
に

切
り

替
わ

る
こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

―
非

常
用

照
明

設
備

―

非
常

用
照

明

　
・
基

数
：
一

式

　
・
位

置
：
建

屋
全

域

照
明

機
能

通
常

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

・
商

業
電

源
が

喪
失

し
た

場
合

に
非

常

用
照

明
が

点
灯

で
き

る
状

態
で

あ
る

こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

建
屋

解
体

期
間

―

自
動

火
災

報
知

設
備

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

報
知

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

対
象

エ
リ
ア

内
の

施

設
解

体
撤

去
着

手

時
に

は
，

当
該

自
動

火
災

報
知

設
備

の

供
用

を
停

止
す

る
。

水
消

火
設

備

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

対
象

エ
リ
ア

内
の

施

設
解

体
撤

去
着

手

時
に

は
，

当
該

水
消

火
設

備
の

供
用

を
停

止
す

る
。

泡
消

火
設

備

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

軽
油

タ
ン

ク
の

供
用

が
終

了
す

る

ま
で

－

不
活

性
ガ

ス
消

火
設

備

（
炭

酸
ガ

ス
消

火
設

備
）

　
・
基

数
：
一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

当
該

設
備

の
消

火
対

象
物

撤
去

完
了

ま
で

－

可
搬

式
消

火
器

  
・
基

数
:一

式

  
・
位

置
:建

屋
全

域

初
期

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

－

－

空
気

圧
縮

機

 ・
基

数
:一

式

 ・
位

置
：
タ

ー
ビ

ン
建

屋
内

 ・
容

量
：
1
1
.5

m
3
/
m

in

圧
縮

空
気

の
供

給
機

能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
設

備
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で

あ
る

こ
と

ユ
ニ

ッ
ト
型

空
気

圧
縮

機
の

供
用

開
始

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

－

－
ユ

ニ
ッ

ト
型

空
気

圧
縮

機

 ・
基

数
:一

式

圧
縮

空
気

の
供

給
機

能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・
設

備
の

運
転

に
異

常
が

な
い

状
態

で

あ
る

こ
と

換
気

設
備

解
体

撤
去

工
事

着
手

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

空
冷

式
の

ユ
ニ

ッ
ト

型
空

気
圧

縮
機

を
設

置
す

る
計

画
で

あ

る
。

蒸
気

放
出

プ
ー

ル
－

蒸
気

放
出

プ
ー

ル

　
・
基

数
：
一

式

　
・
位

置
：
原

子
炉

建
屋

内

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
放

射
性

廃
棄

物
が

漏
え

い
し

難
い

構

造
で

あ
る

こ
と

放
射

性
固

体
廃

棄
物

の
蒸

気
放

出
プ

ー
ル

か
ら

の
搬

出
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

使
用

済
燃

料
搬

出

完
了

ま
で

は
，

レ
ベ

ル
1
の

放
射

性
廃

棄

物
を

蒸
気

放
出

プ
ー

ル
に

保
管

す
る

計
画

で
あ

る
。

使
用

済
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

－

使
用

済
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

　
・
基

数
：
一

式

　
・
位

置
：
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・
放

射
性

廃
棄

物
が

漏
え

い
し

難
い

構

造
で

あ
る

こ
と

放
射

性
固

体
廃

棄
物

の
使

用
済

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
か

ら
の

搬
出

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

使
用

済
燃

料
搬

出

完
了

以
降

，
レ

ベ
ル

1
の

放
射

性
廃

棄
物

を
使

用
済

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
に

保
管

す
る

計
画

で
あ

る
。

－
ク

レ
ー

ン
設

備
－

ク
レ

ー
ン

設
備

　
・
基

数
：
一

式
吊

上
げ

・
運

搬
機

能
労

働
安

全
衛

生
法

に
基

づ
く

点
検

に
よ

り
機

能
を

維
持

す
る

・
装

置
の

運
転

状
態

に
異

常
の

な
い

こ
と

・
停

止
機

能
，

ブ
レ

ー
キ

が
正

常
に

動

作
す

る
こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

－

固
体

廃
棄

物
の

保
管

設

備

設
備

（
建

屋
）
名

称

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

主
要

な
施

設

発
電

所
補

助
系

設
備

消
火

設
備

―
・
早

期
の

消
火

を
行

え
る

こ
と

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

圧
縮

空
気

系
設

備

施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

非
常

用
電

源
設

備
蓄

電
池

所
内

用

蓄
電

池
 一

式

　
・基

数
：2

基

　
・位

置
：原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・種

類
：ク

ラ
ッ

ド
式

エ
ボ

ナ
イ

ト
槽

密
封

形

　
・容

量
：2

,5
00

A
H

(1
0時

間
率

)

　
・電

圧
：1

15
V

電
源

供
給

機
能

通
常

時
，

停
電

時
の

充
電

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

・交
流

電
源

喪
失

時
，

蓄
電

池
側

に
正

常
に

切
り

替
わ

る
こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

―

―
非

常
用

照
明

設
備

―

非
常

用
照

明

　
・基

数
：一

式

　
・位

置
：建

屋
全

域

照
明

機
能

通
常

状
態

の
確

認
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る

・商
業

電
源

が
喪

失
し

た
場

合
に

非
常

用
照

明
が

点
灯

で
き

る
状

態
で

あ
る

こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

建
屋

解
体

期
間

―

自
動

火
災

報
知

設
備

　
・基

数
：一

式

  
・位

置
:建

屋
全

域

報
知

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

対
象

エ
リ
ア

内
の

施

設
解

体
撤

去
着

手

時
に

は
，

当
該

自
動

火
災

報
知

設
備

の

供
用

を
停

止
す

る
。

水
消

火
設

備

　
・基

数
：一

式

  
・位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

対
象

エ
リ
ア

内
の

施

設
解

体
撤

去
着

手

時
に

は
，

当
該

水
消

火
設

備
の

供
用

を
停

止
す

る
。

泡
消

火
設

備

　
・基

数
：一

式

  
・位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

軽
油

タ
ン

ク
の

供
用

が
終

了
す

る

ま
で

－

不
活

性
ガ

ス
消

火
設

備

（炭
酸

ガ
ス

消
火

設
備

）

　
・基

数
：一

式

  
・位

置
:建

屋
全

域

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

当
該

設
備

の
消

火
対

象
物

撤
去

完
了

ま
で

－

可
搬

式
消

火
器

  
・基

数
:一

式

  
・位

置
:建

屋
全

域

初
期

消
火

機
能

消
防

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持

す
る

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

－

－

空
気

圧
縮

機

 ・
基

数
:一

式

 ・
位

置
：タ

ー
ビ

ン
建

屋
内

 ・
容

量
：1

1.
5m

3 /m
in

圧
縮

空
気

の
供

給
機

能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・設
備

の
運

転
に

異
常

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

ユ
ニ

ッ
ト
型

空
気

圧
縮

機
の

供
用

開
始

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

－

－

ユ
ニ

ッ
ト
型

空
気

圧
縮

機

 ・
基

数
:一

式

 ・
位

置
：屋

外
 空

気
圧

縮
機

小
屋

 ・
容

量
：1

3.
2m

3 /m
in

圧
縮

空
気

の
供

給
機

能

系
統

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る

・設
備

の
運

転
に

異
常

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

換
気

設
備

解
体

撤
去

工
事

着
手

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

空
冷

式
の

ユ
ニ

ッ
ト

型
空

気
圧

縮
機

を
設

置
す

る
。

蒸
気

放
出

プ
ー

ル
－

蒸
気

放
出

プ
ー

ル

　
・基

数
：一

式

　
・位

置
：原

子
炉

建
屋

内

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・放

射
性

廃
棄

物
が

漏
え

い
し

難
い

構

造
で

あ
る

こ
と

放
射

性
固

体
廃

棄
物

の
蒸

気
放

出
プ

ー
ル

か
ら

の
搬

出
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

使
用

済
燃

料
搬

出

完
了

ま
で

は
，

レ
ベ

ル
1の

放
射

性
廃

棄

物
を

蒸
気

放
出

プ
ー

ル
に

保
管

す
る

計
画

で
あ

る
。

使
用

済
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

－

使
用

済
燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

　
・基

数
：一

式

　
・位

置
：燃

料
貯

蔵
プ

ー
ル

建
屋

内

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
維

持
す

る
・放

射
性

廃
棄

物
が

漏
え

い
し

難
い

構

造
で

あ
る

こ
と

放
射

性
固

体
廃

棄
物

の
使

用
済

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
か

ら
の

搬
出

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

使
用

済
燃

料
搬

出

完
了

以
降

，
レ

ベ
ル

1の
放

射
性

廃
棄

物

を
使

用
済

燃
料

貯
蔵

プ
ー

ル
に

保
管

す
る

計
画

で
あ

る
。

－
ク

レ
ー

ン
設

備
－

ク
レ

ー
ン

設
備

　
・基

数
：一

式
吊

上
げ

・運
搬

機
能

労
働

安
全

衛
生

法
に

基
づ

く
点

検
に

よ
り

機

能
を

維
持

す
る

・装
置

の
運

転
状

態
に

異
常

の
な

い
こ

と

・停
止

機
能

，
ブ

レ
ー

キ
が

正
常

に
動

作
す

る
こ

と

各
建

屋
及

び
構

築
物

の
汚

染
の

除
去

工
事

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

－

そ
の

他
原

子
炉

の

附
属

施
設

主
要

な
施

設

設
備

（建
屋

）名
称

消
火

設
備

―
・早

期
の

消
火

を
行

え
る

こ
と

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

固
体

廃
棄

物
の

保
管

設

備

発
電

所
補

助
系

設
備

圧
縮

空
気

系
設

備

表
6-

1 性
能

維
持

施
設

 （
10

/1
1）

表
6-

1 
性

能
維

持
施

設
 （

10
/1

1）

2
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施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，維
持

台
数

，位
置

，構
造

等
要

求
され

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　能

維
持

す
べ

き
期

間
維

持
管

理
後

の
解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

減
容

安
定

化
処

理
装

置
－

減
容

安
定

化
処

理
装

置

　・
基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

より
機

能
を

確
認

す
る

対
象

廃
棄

物
の

処
理

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

使
用

済
イオ

ン
交

換

樹
脂

等
の

前
処

理
と

して
導

入
す

る
。

レ
ベ

ル
2用

モ
ル

タル
充

填

固
化

装
置

－
レ

ベ
ル

2用
モ

ル
タル

充
填

固
化

装
置

　・
基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

より
機

能
を

確
認

す
る

対
象

廃
棄

物
の

処
理

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

放
射

能
レ

ベ
ル

の
比

較
的

低
い

不
燃

性
の

固
体

廃
棄

物
の

廃

棄
体

化
処

理
の

た
め

導
入

す
る

。

レ
ベ

ル
1用

廃
棄

体
化

処

理
・搬

送
装

置
－

レ
ベ

ル
1用

廃
棄

体
化

処
理

・搬
送

装
置

　・
基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

より
機

能
を

確
認

す
る

対
象

廃
棄

物
の

処
理

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

放
射

能
レ

ベ
ル

の
比

較
的

高
い

不
燃

性
の

固
体

廃
棄

物
の

廃

棄
体

化
処

理
及

び

搬
出

の
た

め
導

入
す

る
。

セ
メン

ト混
練

固
化

装
置

－

セ
メン

ト混
練

固
化

装
置

　・
基

数
：1

基

　・
位

置
：原

子
炉

補
助

建
屋

内

　・
処

理
能

力
：1

90
ℓ/

回
/個

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能

固
化

機
能

外
観

点
検

に
より

機
能

を
確

認
す

る
対

象
廃

棄
物

の
処

理
完

了
ま

で
原

子
炉

本
体

解
体

撤
去

期
間

使
用

済
イオ

ン
交

換

樹
脂

等
の

処
理

が
で

き
る

よう
に

導
入

す

る
。

－

　・
基

数
：

熱
的

切
断

装
置

又
は

機
械

的
切

断
装

置

把
持

装
置

　　
　　

　　
　　

　　
　　

 一
式

吊
上

げ
装

置

被
ば

く低
減

機
能

遠
隔

操
作

に
より

機
能

を
確

認
す

る
・遠

隔
操

作
が

可
能

で
あ

る
こと

－
解

体
用

プ
ー

ル

　・
基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

より
機

能
を

確
認

す
る

・放
射

性
物

質
が

漏
え

い
す

る
よう

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こと

・放
射

線
障

害
の

防
止

に
影

響
す

る
よう

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

予
備

電
源

装
置

－
予

備
電

源
装

置

　・
基

数
：一

式
電

源
供

給
機

能
外

観
点

検
に

より
機

能
を

確
認

す
る

・性
能

維
持

施
設

に
電

源
を

供
給

で
き

る
状

態
で

あ
る

こと

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

建
屋

解
体

期
間

－

専
ら廃

止
措

置
に

必

要
な

主
要

装
置

－

・放
射

性
物

質
が

漏
え

い
す

る
よう

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こと

・放
射

線
障

害
の

防
止

に
影

響
す

る
よう

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

原
子

炉
領

域
遠

隔
解

体
装

置

原
子

炉
領

域
及

び
生

体
遮

へ
い

体
解

体
撤

去
工

事
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

原
子

炉
領

域
解

体

の
た

め
導

入
す

る
。

設
備

（建
屋

）名
称

施
設

区
分

設
備

等
の

区
分

設
備

，
維

持
台

数
，

位
置

，
構

造
等

要
求

さ
れ

る
機

能
機

能
維

持
の

方
法

性
　

能
維

持
す

べ
き

期
間

維
持

管
理

後
の

解

体
着

手
可

能
時

期
備

考

減
容

安
定

化
処

理
装

置
－

減
容

安
定

化
処

理
装

置

　
・基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る
対

象
廃

棄
物

の
処

理
完

了
ま

で
原

子
炉

本
体

解
体

撤
去

期
間

使
用

済
イ

オ
ン

交
換

樹
脂

等
の

前
処

理
と

し
て

導
入

す
る

。

レ
ベ

ル
2用

モ
ル

タ
ル

充
填

固
化

装
置

－
レ

ベ
ル

2用
モ

ル
タ

ル
充

填
固

化
装

置

　
・基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る
対

象
廃

棄
物

の
処

理
完

了
ま

で
原

子
炉

本
体

解
体

撤
去

期
間

放
射

能
レ

ベ
ル

の
比

較
的

低
い

不
燃

性
の

固
体

廃
棄

物
の

廃

棄
体

化
処

理
の

た
め

導
入

す
る

。

レ
ベ

ル
1用

廃
棄

体
化

処

理
・搬

送
装

置
－

レ
ベ

ル
1用

廃
棄

体
化

処
理

・搬
送

装
置

　
・基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る
対

象
廃

棄
物

の
処

理
完

了
ま

で
原

子
炉

本
体

解
体

撤
去

期
間

放
射

能
レ

ベ
ル

の
比

較
的

高
い

不
燃

性
の

固
体

廃
棄

物
の

廃

棄
体

化
処

理
及

び

搬
出

の
た

め
導

入
す

る
。

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る

・放
射

性
物

質
が

漏
え

い
す

る
よ

うな
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

・放
射

線
障

害
の

防
止

に
影

響
す

る
よ

う

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

固
化

機
能

装
置

の
運

転
状

態
の

確
認

に
よ

り
機

能
を

維

持
す

る
・運

転
状

態
に

異
常

が
な

い
こ

と

－

　
・基

数
：

熱
的

切
断

装
置

又
は

機
械

的
切

断
装

置

把
持

装
置

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 一
式

吊
上

げ
装

置

被
ば

く
低

減
機

能
遠

隔
操

作
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る
・遠

隔
操

作
が

可
能

で
あ

る
こ

と

－
解

体
用

プ
ー

ル

　
・基

数
：一

式

漏
え

い
防

止
機

能

遮
へ

い
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る

・放
射

性
物

質
が

漏
え

い
す

る
よ

うな
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

・放
射

線
障

害
の

防
止

に
影

響
す

る
よ

う

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

予
備

電
源

装
置

－
予

備
電

源
装

置

　
・基

数
：一

式
電

源
供

給
機

能
外

観
点

検
に

よ
り

機
能

を
確

認
す

る
・性

能
維

持
施

設
に

電
源

を
供

給
で

き

る
状

態
で

あ
る

こ
と

各
建

屋
及

び
構

築
物

解
体

工
事

着
手

ま
で

建
屋

解
体

期
間

－

原
子

炉
領

域
解

体

の
た

め
導

入
す

る
。

設
備

（建
屋

）名
称

セ
メ

ン
ト混

練
固

化
装

置
－

セ
メ

ン
ト混

練
固

化
装

置

　
・基

数
：1

基

　
・位

置
：原

子
炉

補
助

建
屋

内

　
・処

理
能

力
：1

90
ℓ/

回
/個

対
象

廃
棄

物
の

処
理

完
了

ま
で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

使
用

済
イ

オ
ン

交
換

樹
脂

等
の

処
理

が
で

き
る

よ
うに

導
入

す

る
。

専
ら

廃
止

措
置

に
必

要
な

主
要

装
置

－

原
子

炉
領

域
遠

隔
解

体
装

置

原
子

炉
領

域
及

び
生

体
遮

へ
い

体
解

体
撤

去
工

事
完

了
ま

で

原
子

炉
本

体
解

体

撤
去

期
間

・放
射

性
物

質
が

漏
え

い
す

る
よ

うな
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ
と

・放
射

線
障

害
の

防
止

に
影

響
す

る
よ

う

な
有

意
な

損
傷

が
な

い
状

態
で

あ
る

こ

と

表
6-

1 性
能

維
持

施
設

 （
11

/1
1）

表
6-

1 性
能

維
持

施
設

 （
11

/1
1）
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

７ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設の位置，構造及び設備並びに

その性能，その性能を維持すべき期間 

  

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能を維持すべき期間を「６ 廃

止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」表 6-1に示す。 

廃止措置の進捗に応じて表 6-1に示す性能維持施設の範囲，機能又は性能につい

て変更する場合及び解体撤去工事を実施するに当たって，専ら廃止措置のために使

用する装置を導入する場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受けることとす

る。 

 

7.1 専ら廃止措置で使用する性能維持施設の設計及び工事の方法 

専ら廃止措置で使用する性能維持施設の導入に当たっては，「5.1 廃止措置

の基本方針」に基づき，適切な品質マネジメントシステムの下に保安管理を実

施し，また，「5.5 解体撤去に係る安全確保対策」に記載する「（4） 廃止措

置のために導入する装置の安全設計」に基づき，装置の機能等に応じて日本産

業規格等の規格及び基準に準拠するとともに，必要に応じて漏えい及び拡散防

止対策，被ばく低減対策，事故防止対策の安全確保対策を講じる。 

（1） セメント混練固化装置 

 ① 目的 

   新型転換炉原型炉施設で発生した以下の廃棄物を処理するため，「10 

核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄」図 10-6 放射性

固体廃棄物の処理処分フロー（原子炉周辺設備解体撤去期間以降）に示す

とおり，セメント混練固化装置を設置する。セメント混練固化装置設置工

事工程を図 7-1に示す。 

 

７ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設の位置，構造及び設備並びに

その性能，その性能を維持すべき期間 

 

性能維持施設の位置，構造及び設備並びにその性能を維持すべき期間を「６ 廃

止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」表 6-1に示す。 

廃止措置の進捗に応じて表 6-1に示す性能維持施設の範囲，機能又は性能につい

て変更する場合及び解体撤去工事を実施するに当たって，専ら廃止措置のために使

用する装置を導入する場合は，廃止措置計画に反映して変更認可を受けることとす

る。 

 

7.1 専ら廃止措置で使用する性能維持施設の設計及び工事の方法 

専ら廃止措置で使用する性能維持施設の導入に当たっては，「5.1 廃止措置

の基本方針」に基づき，適切な品質マネジメントシステムの下に保安管理を実

施し，また，「5.5 解体撤去に係る安全確保対策」に記載する「（4） 廃止措置

のために導入する装置の安全設計」に基づき，装置の機能等に応じて日本産業

規格等の規格及び基準に準拠するとともに，必要に応じて漏えい及び拡散防止

対策，被ばく低減対策，事故防止対策の安全確保対策を講じる。 

（1） セメント混練固化装置 

 ① 目的 

   新型転換炉原型炉施設で発生した以下の廃棄物を処理するため，「10 

核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄」図 10-6 放射性

固体廃棄物の処理処分フロー（原子炉周辺設備解体撤去期間以降）に示す

とおり，セメント混練固化装置を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・削除 
（図 7-1 を図 7-5 と

して変更） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

   （a） 濃縮廃液 

   （b） 粉末状及び粒状の使用済イオン交換樹脂 

   （c） フィルタスラッジ 

   （d） 焼却灰 

  

② セメント混練固化装置の概要 

 

 

 

 

 

   （a） 系統構成 

セメント混練固化装置は，濃縮廃液受入設備，混練充填設備等により

構成する。セメント混練固化装置概略系統図を図 7-2に示す。なお，濃

縮廃液受入設備のうち，固形化供給タンク，固形化供給タンク出口配管

の一部，漏えい検出装置及び警報装置については既設を供用する。 

 

 

   （b） 混練方法 

処理対象廃棄物，セメント，分散剤等を混練機に投入し混練するアウ

トドラム方式とする。 

 

 

 

 

（a） 濃縮廃液 

   （b） 粉末状及び粒状の使用済イオン交換樹脂 

   （c） フィルタスラッジ 

   （d） 焼却灰 

  

② セメント混練固化装置の概要 

セメント混練固化装置では，当面の間，濃縮廃液を処理する。 

今後，本装置で取り扱う予定の粉末状及び粒状の使用済イオン交換樹脂，

フィルタスラッジ及び焼却灰を処理するまでに，これらの処理に必要な本装置

に追設する機器等の仕様が確定した段階で廃止措置計画に反映し，変更認可を

受けるものとする。 

   （a） 系統構成 

セメント混練固化装置は，濃縮廃液受入系統，混練充填系統，セメン

ト供給系統，薬剤供給系統，オフガス処理系統，洗浄・スラリ供給系統

及びドラムハンドリング系統により構成する。セメント混練固化装置概

略系統図を図 7-1に示す。なお，濃縮廃液受入系統のうち，固形化供給

タンク，固形化供給タンク出口配管の一部，漏えい検出装置及び警報装

置については既設を供用する。 

   （b） 運転方法及び系統の機能 

本装置は，処理対象である濃縮廃液，固化材であるセメント及び混練

物の流動性を向上させるための分散剤を混練機に投入し，固化体を作製

するものである。 

濃縮廃液の固化体作製の運転方法及び系統の機能は以下のとおりであ

る。 

1） 濃縮廃液受入系統 

 

 

 

 

 

 

・セメント混練固化

装置で処理する放射

性廃棄物について明

確化 

 

 

 

 

・記載の具体化 

 

 

・図番号の変更 

 

 

・（b）混練方法から

運転方法及び系統の

機能への変更及び系

統の機能の記載につ

いて具体化 

 

・系統の機能の記載

について具体化 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮廃液受入系統は，濃縮廃液を貯蔵している既設の固形化供

給タンク，廃液循環ポンプ，混練機計量供給装置等により構成さ

れ，濃縮廃液を固形化供給タンクから廃液循環ポンプを介して，

計量機能を有している混練機計量供給装置で受け入れる系統であ

る。 

2） 薬剤供給系統 

薬剤供給系統は，分散剤を貯蔵している分散剤タンク,分散剤ポ

ンプ等により構成され，分散剤を分散剤タンクから分散剤ポンプ

を介して，必要量を混練機計量供給装置で受け入れる系統であ

る。 

3） セメント供給系統 

セメント供給系統は，粉末状のセメントを貯蔵しているセメン

トホッパ，セメント移送機，セメント計量供給機等により構成さ

れ，セメント移送機を用いた空気圧送により，固化材であるセメ

ントの必要量をセメントホッパから送り，セメント計量供給機で

受け入れる系統である。 

4） 混練充填系統 

混練充填系統は，混練機，濃縮廃液受入系統及びセメント供給

系統から受け入れる配管等により構成され，混練機へ受け入れた

濃縮廃液と分散剤の混合廃液及びセメントを混練機で一定時間練

り混ぜた後，全量をドラム缶に充填し，固化体を作製する系統で

ある。 

5） オフガス処理系統 

オフガス処理系統は，混練機内のベントガスを混練機フィルタ

に通気した後，既設換気ダクトへ排気する系統である。 

 

・系統の機能の記載

について具体化 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （c） 処理能力 

190ℓ/回/個 

 

③ 設計方針 

セメント混練固化装置を構成する主要機器等の設計においては，研究

開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成

25年原子力規制委員会規則第 10号）に準拠するとともに，以下のとおり

6） ドラムハンドリング系統 

ドラムハンドリング系統は，濃縮廃液と分散剤の混合廃液及び

セメントを混練した混練物をドラム缶に受け入れるとともに，空

ドラム缶の搬入，作製した固化体の搬送等を行う系統である。作

製した固化体は，一定時間養生するとともに，ドラム缶の蓋締め

を行い，一時保管エリアに搬送する。 

7） 洗浄・スラリ供給系統 

洗浄・スラリ供給系統は，洗浄水受タンク，洗浄用水タンク，

洗浄スラリ移送機，洗浄用水ポンプ等により構成される。混練物

をドラム缶に充填した後，混練機内部及び出口配管に付着してい

る混練物の残渣を排出するため，洗浄用水ポンプにより洗浄水を

注入することにより洗浄を行う。また，混練機内部及び出口配管

から排水された洗浄水は，洗浄水受タンクで受け入れ，固液分離

を行い，分離した上澄水は洗浄用水ポンプにより洗浄用水タンク

へ移送し，洗浄水として再利用する。一方，洗浄水受タンクに沈

殿した固形分については，洗浄スラリ移送機により混練機で受け

入れ，濃縮廃液と分散剤の混合廃液及びセメントと混合混練し，

固化体を作製する。 

    （c） 処理能力 

190ℓ/回/個 

 

③ 設計方針 

セメント混練固化装置を構成する主要機器等の設計において遵守及び準

拠する基準並びに規格は以下のとおりとする。なお，セメント混練固化装

置に関する研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準への適

 

・系統の機能の記載

について具体化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・遵守及び準拠する

基準並びに規格の具

体化 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （a） 耐震設計 

固形化供給タンクから混練機までの機器及び配管については，主配管

及び主要機器とし，耐震設計上の重要度分類「B」とする。 

 

    （b） 強度計算 

主配管については，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」の「ク

ラス 3配管」とする。 

  

 

  （c） 材料 

主要な機器及び配管に使用する材料は，日本産業規格に準じたものと

する。 

合性について，「添付書類６ 廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原

子炉施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書」

の別添資料 2として示す。 

・ 研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則（平成 25年原子力規制委員会規則第 9号） 

・ 研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規

則（平成 25年原子力規制委員会規則第 10号） 

・ 日本産業規格（JIS） 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601-1987）（JEAG4601-1991 追

補版）（JEAG4601・補-1984） 

・ 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005）（JSME 

S NC1-2007） 

・ 発電用原子力設備規格 材料規格（JSME S NJ1-2012） 

    （a） 耐震設計 

固形化供給タンクから混練機までの配管及び機器については，主配管

及び主要機器とし，耐震重要度分類は，「原子力発電所耐震設計技術指

針」に基づき，「Bクラス」とする。  

    （b） 強度計算 

主配管については，「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」に基づ

き，「クラス 3」とする。 

なお，セメント混練固化装置の主配管の範囲について，図 7-2に示

す。 

   （c） 材料 

主配管及び主要機器に使用する材料は，日本産業規格に準じたものと

する。 

 

・遵守及び準拠する

基準並びに規格の具

体化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載の変更 

 

 

 

・記載の変更 

 

・図番号の変更 

 

 

・記載の適正化 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

（d） 設置場所 

設置場所は，アスファルト固化装置の跡地である原子炉補助建屋内に

ある廃棄物処理室及び屋外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （e） 試験・検査 

本工事における試験・検査項目については，以下のとおりとする。 

 

・材料検査 

・寸法検査 

・外観検査 

・据付検査 

・耐圧漏えい検査 

・機能検査 

 

 

 

 

（d） 設置場所 

設置場所は，アスファルト固化装置の跡地である原子炉補助建屋内に

ある廃棄物処理室及び屋外とする。 

廃棄物処理室においては，液体状の放射性廃棄物が放射性廃棄物処理

施設外へ漏えいすることを防止するための堰を施設することが要求され

ている。このため，セメント固化体作製時に放射性廃棄物が漏えいした

場合，廃液循環ポンプのシール部がリークした場合等を想定し，既設の

堰を供用し漏えいの拡大を防止する。なお，濃縮廃液を貯蔵している固

形化供給タンクについては，既設を供用し改造や増設は伴わないことか

ら，既設の堰の変更はなく，セメント混練固化装置設置時においても，

放射性物質の漏えい拡大を防止するため，既設の堰を供用するととも

に，耐水性の塗装を施す。なお，配置図を図 7-3に示す。 

    （e） 試験・検査 

本工事における試験・検査は，工事の工程に従い次の項目について，

図 7-4に示すとおり実施する。 

・材料検査 

・寸法検査 

・外観検査 

・据付検査 

・耐圧漏えい検査 

・機能検査 

（f） 工事工程 

セメント混練固化装置設置に関する工事工程を図 7-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

・堰について記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置図の追加 

 

・工事の方法の追加 

 

 

 

 

 

 

 

・工事工程の図番号

の変更 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

       （f） ポンプの仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         （g） 主配管の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（g） ポンプの仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（h） 主配管の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・番号の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 廃液循環ポンプ 

ポ
ン
プ 

種類 － うず巻形 

定格容量 m3／h／個 12.0 

定格揚程 m 35 

材料 ケーシング － SCS16 

個数 － 1 

原
動
機 

種類 － 誘導電動機 

出力 kW／個 5.5 

個数 － 1 

 

 
名称 

最高使用

圧力 

（MPa） 

最高使用

温度 

（℃） 

外径 

（㎜） 

厚さ 

（㎜） 
材料 

固形化供給タンク 

出口弁から廃液循環

ポンプまで 

0.98 95 60.5 3.9 SUS 

316LTP 0.98 95 48.6 3.7 

廃液循環ポンプから 

混練機計量供給装置

まで 

0.98 95 34.0 3.4 
SUS 

316LTP 

0.98 95 48.6 3.7 SUS 

316LTP 0.98 90 34.0 3.4 

静水頭 90 34.0 3.4 
SUS 

316LTP 

混練機計量供給装置

から混練機まで 
静水頭 90 34.0 3.4 

SUS 

316LTP 

 
名称 廃液循環ポンプ 

ポ
ン
プ 

種類 － うず巻形 

定格容量 m3／h／個 12.0 

定格揚程 m 35 

材料 ケーシング － SCS16 

個数 － 1 

原
動
機 

種類 － 誘導電動機 

出力 kW／個 5.5 

個数 － 1 

 
名称 

最高使用

圧力 

（MPa） 

最高使用

温度 

（℃） 

外径 

（㎜） 

厚さ 

（㎜） 
材料 

固形化供給タンク 

出口弁から廃液循環

ポンプまで 

0.98 95 60.5 3.9 
SUS 

316LTP 
0.98 95 48.6 3.7 

廃液循環ポンプから 

混練機計量供給装置

まで 

0.98 95 34.0 3.4 
SUS 

316LTP 

0.98 95 48.6 3.7 
SUS 

316LTP 
0.98 90 34.0 3.4 

静水頭 90 34.0 3.4 
SUS 

316LTP 

混練機計量供給装置

から混練機まで 
静水頭 90 34.0 3.4 

SUS 

316LTP 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

  （h） 主要機器の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（i） 主要機器の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・番号の変更 

 

・記載の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
名称 混練機計量供給装置 

本
体 

種類 － 重量計量式 

処理能力 ㎏／個 100＊1 

主
要
寸
法 

たて ㎜ 850＊1 

横 ㎜ 850＊1 

高さ ㎜ 1020＊1 

材

料 

胴板 － SUS 316L 

鏡板 － SUS 316L 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 

 

 

 

名称 混練機 

本
体 

種類 － 撹拌羽根式 

処理能力 ℓ／回／個 190＊1 

主
要
寸
法 

たて ㎜ 2500＊1 

横 ㎜ 1400＊1 

高さ ㎜ 1848＊1 

材

料 

胴板 － SUS 316L 

鏡板 － SUS 316L 

個数 － 1 

原
動
機 

種類 － 誘導電動機 

出力 kW／個 37＊1 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 

 

名称 混練機 

本
体 

種類 － 撹拌羽根式 

処理能力 ℓ／回／個 190＊1 

主
要
寸
法 

たて ㎜ 2500＊1 

横 ㎜ 1400＊1 

高さ ㎜ 1848＊1 

材

料 

胴板 － SUS 316L 

鏡板 － SUS 316L 

個数 － 1 

原
動
機 

種類 － 誘導電動機 

出力 kW／個 37＊1 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 

 
名称 混練機計量供給装置 

本
体 

種類 － 重量計量式 

容量 ㎏／個 100＊1 

主
要
寸
法 

たて ㎜ 850＊1 

横 ㎜ 850＊1 

高さ ㎜ 1020＊1 

材

料 

胴板 － SUS 316L 

鏡板 － SUS 316L 

個数 － 1 

注記 ＊1：公称値を示す。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・削除 

（図 7-1 を図 7-5 と

して変更） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・概略系統図の変更 

・既設との境界の記

載を変更 

 

・今後追設する設備

を削除 

 

 

・分散剤ポンプを追

記 

 

・図番号の変更 

・既設換気ダクトの

追記及び境界の記載

を変更 

・セメント移送機を

追記 

 

 

 

 

                        

 

図
7
-
1
 

セ
メ

ン
ト

混
練

固
化

装
置

概
略

系
統

図
 

セ
メ

ン
ト

 

固
形

化
供

給
タ

ン
ク

 

（
既

設
）

 

廃
液

循
環

ポ
ン

プ
 

分
散

剤
 

タ
ン

ク
 

混
練

機
 

計
量

 

供
給

装
置

 

混
練

機
 

セ
メ

ン
ト

 

ホ
ッ

パ
 

セ
メ

ン
ト

 

計
量

供
給

機
 

 M
 

混
練

機
 

旋
回

フ
ー

ド
 

洗
浄

ス
ラ

リ
移

送
機

 

洗
浄

用
水

ポ
ン

プ
 

洗
浄

水
受

 

タ
ン

ク
 

洗
浄

用
水

 

タ
ン

ク
 

サ
ン

プ
リ

ン
グ

ボ
ッ

ク
ス

 

：
既

設
範

囲
を

示
す

。
 

混
練

機
フ

ィ
ル

タ
 

【
オ

フ
ガ

ス
処

理
系

統
】

 

【
セ

メ
ン

ト
供

給
系

統
】

 

【
薬

剤
供

給
系

統
】

 

【
混

練
充

填
系

統
】

 

【
ド

ラ
ム

ハ
ン

ド
リ

ン
グ

系
統

】
 

【
洗

浄
・

ス
ラ

リ
供

給
系

統
】

 

【
濃

縮
廃

液
受

入
系

統
】

 

屋
外

 
原

子
炉

補
助

建
屋

 

廃
棄

物
処

理
室

 

既
設

換
気

ダ
ク

ト
 

セ
メ

ン
ト

 

移
送

機
 

分
散

剤
ポ

ン
プ
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主配管図の変更 

 

・既設との境界の記

載を変更 

・ミニマムフローラ

インの記載の変更 

 

 

 

 

 

・図番号の変更 

 

 

 

・記載の変更 

 

 

 

 

 

 

                      

   

図
7
-
2
 
セ
メ
ン
ト
混
練
固
化
装
置
 
主
配
管
図
 

混
練
機
 

計
量
 

供
給
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形
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）
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機
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主

配
管
の

設
計
条

件
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仕

様
 

管
番
号

 
名

称
 

外
径

 
（

㎜
）

 
厚

さ
 

（
㎜
）

 

①
 

固
形
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供

給
タ
ン

ク
出
口

弁
か
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循
環

ポ
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ま
で
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練
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ま
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4
8
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3
.
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⑤
 

3
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3
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機
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置図の追加 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置図の追加 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置図の追加 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配置図の追加 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事の方法の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-4 セメント混練固化装置工事の方法 

【記号】 

○材 ：材料検査 

○寸 ：寸法検査 

○外 ：外観検査 

○据 ：据付検査 

○耐：耐圧漏えい検査    

○機：機能検査 

据付 

○材○寸  

○外○耐  ○外  

○材  
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・追加 

（図 7-1より変更） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 添付書類 ６ 

 

 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びに

その性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 添付書類 ６ 

 

 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びに

その性能を維持すべき期間に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更なし 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

1．概 要 

廃止措置期間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設(以下「性能維持施設」とい

う。)は，「5.1 廃止措置の基本方針」に基づき，公衆及び放射線業務従事者の被ば

くの低減を図るとともに，使用済燃料の貯蔵のための管理，汚染の除去工事，解体

撤去工事及び核燃料物質によって汚染された物の廃棄作業等の各種作業の実施に

対する安全の確保のために，必要な期間，所要の性能及び必要な機能を維持管理す

る。なお，廃止措置期間中の工事の進捗状況に応じて段階的に性能を変更する必要

がある場合には，要求されている機能に支障を及ぼさないこととする。 

また，廃止措置のために導入する装置については，漏えい及び拡散防止対策，被

ばく低減対策，事故防止対策の安全確保のための機能が要求を満足するよう，適切

な設計を行うとともに，製作・施工の適切な時期に試験又は検査を実施し，必要な

性能を満足していることを確認していく。 

これらの設備・機器等の性能については，定期的に点検等で確認していくことと

し，また，その結果については，適切な基準と照らし合わせて評価し，経年変化等

による性能低下又はそのおそれのある場合には，その対象機器等について,必要な

性能を満足するために,その都度,適宜更新することとする。 

これら性能維持施設の維持管理に関しては，「新型転換炉原型炉施設 原子炉施

設保安規定」（以下「保安規定」という。）に管理の方法を定めて，これに基づき実

施することとする。 

 

2．性能維持施設の維持管理に関する内容 

性能維持施設に対し，維持すべき性能，並びに維持すべき期間を「６ 廃止措置期

間中に性能を維持すべき発電用原子炉施設」の表 6-1に示す。 

以下に，性能維持施設の維持管理の考え方について示す。 

・  放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建屋及び構築物について
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

は，これらの系統及び機器が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への

漏えいを防止するための障壁及び放射線遮へい体としての機能及びその性

能並びに拡散防止機能を維持管理する。特に，建屋の一部の壁においては，

圧縮強度が設計基準強度を下回るデータが得られていることを考慮して，

廃止措置期間中においても各建屋の巡視及び点検等を継続実施していくこ

ととする。 

・  核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設については，使用済燃料搬出完了ま

で，使用済燃料の未臨界維持，貯蔵，遮へい，浄化等の各機能及びその性

能を維持管理する。なお，別添資料 1の「使用済燃料貯蔵プールの水温評

価について」に示すとおり,使用済燃料を貯蔵した状態で除熱機能を有する

設備を停止しても,使用済燃料貯蔵プールの水温が原子炉設置許可申請書

に記載の余熱除去系の機能維持が必要となる 52℃及び上限値である 66℃

を超えないことを確認したことから，使用済燃料貯蔵設備の除熱機能に係

る設備を供用終了とした。 

・  放射性廃棄物の廃棄施設については，気体廃棄物及び液体廃棄物を適切

に処理・放出するため，放出低減等の各機能及びその性能を維持管理する。

また，固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，貯蔵等の各機能及

びその性能を維持管理する。 

 

 

・  放射線管理施設については，原子炉施設内外の放射線監視，環境への放

射性物質の放出管理及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく

管理のために，放射線監視，測定等の各機能及びその性能を維持管理する。 

・  換気設備については，①使用済燃料の貯蔵管理及び放射性廃棄物の処理，

②放射線業務従事者の被ばく低減，③解体撤去工事に伴い放射性粉じんが

は，これらの系統及び機器が撤去されるまでの間，放射性物質の外部への

漏えいを防止するための障壁及び放射線遮へい体としての機能及びその性

能並びに拡散防止機能を維持管理する。特に，建屋の一部の壁においては，

圧縮強度が設計基準強度を下回るデータが得られていることを考慮して，

廃止措置期間中においても各建屋の巡視及び点検等を継続実施していくこ

ととする。 
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で，使用済燃料の未臨界維持，貯蔵，遮へい，浄化等の各機能及びその性

能を維持管理する。なお，別添資料 1の「使用済燃料貯蔵プールの水温評

価について」に示すとおり,使用済燃料を貯蔵した状態で除熱機能を有する

設備を停止しても,使用済燃料貯蔵プールの水温が原子炉設置許可申請書

に記載の余熱除去系の機能維持が必要となる 52℃及び上限値である 66℃

を超えないことを確認したことから，使用済燃料貯蔵設備の除熱機能に係

る設備を供用終了とした。 

・  放射性廃棄物の廃棄施設については，気体廃棄物及び液体廃棄物を適切

に処理・放出するため，放出低減等の各機能及びその性能を維持管理する。

また，固体廃棄物を適切に処理及び貯蔵保管するため，貯蔵等の各機能及

びその性能を維持管理する。なお，新たに設置するセメント混練固化装置

の技術基準への適合性について，別添資料２「『研究開発段階発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関する規則』への適合性確認」に示す。 

・  放射線管理施設については，原子炉施設内外の放射線監視，環境への放

射性物質の放出管理及び管理区域内作業に係る放射線業務従事者の被ばく

管理のために，放射線監視，測定等の各機能及びその性能を維持管理する。 

・  換気設備については，①使用済燃料の貯蔵管理及び放射性廃棄物の処理，

②放射線業務従事者の被ばく低減，③解体撤去工事に伴い放射性粉じんが
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

発生する場合において，建屋内の空気浄化，放出低減，拡散防止の各機能

及びその性能を維持管理する。 

・  電源設備については，解体中の原子炉施設の安全確保上必要な場合，適

切な容量を確保し，それぞれの設備に要求される機能及びその性能を維持

管理する。なお，ディーゼル発電機については，使用済燃料の安全貯蔵に

係る非常用電源としての目的が終了したことから供用を終了し，商用電源

喪失時の電源供給のために新たに予備電源装置（空冷式）を設置し，維持

管理する。さらに，商用電源である受電系統については，275kV から 77kV

に切り替えるとともに，275kVは供用終了とする。 

・  その他の安全確保上必要な設備（消火設備等）については，それぞれの

設備に要求される機能及びその性能を維持管理する。 

・  燃料移送機を除く燃料移送装置については，燃料等の取扱対象物の交換

プールから使用済燃料貯蔵プールへの移送が完了したため，供用終了とし

た。また，重水の抜出しが完了した重水貯槽及び劣化重水貯槽についても，

供用終了とした。 

・  原子炉補機冷却系については，別添資料 2「原子炉補機冷却系代替冷却

装置の設置」に示すとおり代替冷却装置を設置し，設備ごとに維持管理す

る。 

 

3．検査・校正（変更なし） 

 

4．その他の安全対策（変更なし） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別添資料 1 

 

使用済燃料貯蔵プールの水温評価について 

 

「ふげん」では，使用済燃料が十分な期間にわたり冷却されているものとする原

子力規制委員会の告示の施行（平成 28年 4月 1日）を受け，使用済燃料の崩壊熱

が十分低いことの確認を得ている。 

このような背景も踏まえ，廃止措置を進める「ふげん」の維持管理の適切性に資

する観点から，プール水冷却浄化系の除熱機能及び後備冷却機能である余熱除去

系の停止に係る検討を行った。 

本検討においては，プール水冷却浄化系の除熱機能を停止した状態で使用済燃

料貯蔵プールの水温の変化を実測及び解析のそれぞれの方法により確認し，プー

ル水温は，原子炉設置許可申請書に記載の余熱除去系の機能維持が必要となる

52 ℃及び上限値である 66 ℃を超えることがないことを評価した。 

 

1．プール水温に係る実測評価～4．結論（変更なし） 
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このような背景も踏まえ，廃止措置を進める「ふげん」の維持管理の適切性に資

する観点から，プール水冷却浄化系の除熱機能及び後備冷却機能である余熱除去

系の停止に係る検討を行った。 

本検討においては，プール水冷却浄化系の除熱機能を停止した状態で使用済燃

料貯蔵プールの水温の変化を実測及び解析のそれぞれの方法により確認し，プー

ル水温は，原子炉設置許可申請書に記載の余熱除去系の機能維持が必要となる

52 ℃及び上限値である 66 ℃を超えることがないことを評価した。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別添資料 2 

 

原子炉補機冷却系代替冷却装置の設置 

 

1. 目的 

「ふげん」原子炉補機冷却系については，原子炉運転中と比較して廃止措置以降

除熱対象機器が減少してきている。この背景を踏まえ，維持管理の適切性に資す

る観点から，以下の除熱対象機器について代替冷却装置を設置し，設備ごとに維

持管理する。原子炉補機冷却系代替冷却装置設置工事工程を別図-1に示す。 

(1) 蒸発濃縮装置濃縮器復水器 

(2) 中央制御室換気系 

(3) 床ドレン収集ポンプ 

(4) 廃液収集ポンプ 

(5) プール水冷却浄化系循環ポンプ 

 

2. 代替冷却装置の概要 

2.1 冷却塔による代替冷却装置 

2.1.1 蒸発濃縮装置濃縮器復水器 

(1) 系統構成 

蒸発濃縮装置濃縮器復水器用代替冷却装置は，密閉型冷却塔，冷却水循環

ポンプ等により構成する。また，冷却水は処理廃液より高い圧力で蒸発濃縮

装置濃縮器復水器を循環する系統構成とし，冷却水流量が規定量より低下し

た場合には，蒸発濃縮装置を自動停止する。 

蒸発濃縮装置濃縮器復水器用代替冷却装置概略系統図を別図-2 に示す。

なお，蒸発濃縮装置濃縮器復水器の冷却水入口配管及び出口配管の 一部に

ついては既設を供用する。 

（削る） 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

(2) 代替冷却装置 

蒸発濃縮装置濃縮器復水器に対する原子炉補機冷却水の除熱量は，設計上

2,466,025 kJ/h（589,000 kcal/h）であることから，同等以上の冷却能力を

有する装置を設置する。 

(3) 設置場所 

原子炉補助建屋内（廃棄物処理室）及び屋外（原子炉補助建屋屋上） 

 

2.1.2 中央制御室換気系 

(1) 系統構成 

中央制御室換気系用代替冷却装置は，開放型冷却塔，冷却水循環ポンプ等

により構成する。また，冷却水は中央制御室換気系冷凍機を循環する系統構

成とし，冷却水流量が規定量より低下した場合には，冷凍機を自動停止する。 

中央制御室換気系用代替冷却装置概略系統図を別図-3に示す。なお，中央

制御室換気系冷凍機の冷却水入口配管及び出口配管の一部については既設

を供用する。 

(2) 代替冷却装置 

中央制御室換気系の冷凍機に対する原子炉補機冷却水の除熱量は，設計上

1,528,182 kJ/h（365,000 kcal/h）であることから，同等以上の冷却能力を

有する装置を設置する。 

(3) 設置場所 

原子炉補助建屋内（保全区域）及び屋外（原子炉補助建屋屋上） 

 

2.2 冷却水循環装置による代替冷却装置 

2.2.1 床ドレン収集ポンプ，廃液収集ポンプ 

(1) 系統構成 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプ用代替冷却装置は，冷凍機及び循

環ポンプを内蔵した冷却水循環装置等により構成する。 

床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプ用代替冷却装置概略系統図を別

図-4に示す。なお，床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプの冷却水入口配

管及び出口配管の一部については既設を供用する。 

(2) 代替冷却装置 

床ドレン収集ポンプ及び廃液収集ポンプのジャケットは，設計上 35℃以

下の原子炉補機冷却水 1.1m3/h/個を通水することが要求されていることか

ら，同等以上の能力を有する装置を設置する。 

(3) 設置場所 

原子炉補助建屋内（廃棄物処理室地下 1階） 

 

2.2.2 プール水冷却浄化系循環ポンプ 

(1) 系統構成 

プール水冷却浄化系循環ポンプ用代替冷却装置は，冷凍機及び循環ポンプ

を内蔵した冷却水循環装置等により構成する。 

プール水冷却浄化系循環ポンプ用代替冷却装置概略系統図を別図-5 に示

す。なお，プール水冷却浄化系循環ポンプの冷却水入口配管及び出口配管の

一部については既設を供用する。 

(2) 代替冷却装置 

プール水冷却浄化系循環ポンプの軸受は，設計上 35℃以下の原子炉補機

冷却水 0.8m3/h/個を通水することが要求されていることから，同等以上の能

力を有する装置を設置する。 

(3) 設置場所 

原子炉補助建屋内（原子炉補機室地下 2階） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更認可申請を取

下げることから削除 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

「研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」への適合性確認 

 

 セメント混練固化装置の設計及び工事の方法に対して，「研究開発段階発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則」に掲げる技術上の基準へ適合すべき項目は，以下に示すとおりであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・セメント混練固化

装置の技術基準への

適合性確認を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料 2 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第一章 総則 

第一条 適用範囲 ― ― ― 

第二条 定義 ― ― ― 

第三条 
特殊な設計による発電用原子炉施
設 

無 ― ― 

第三条の二 廃止措置中の発電用原子炉施設 有 第 1項 別紙 1-1 

第二章 設計基準対象施設 

第四条 設計基準対象施設の地盤 無 ― ― 

第五条 地震による損傷の防止 有 第 1項 別紙 1-2 

第六条 津波による損傷の防止 無 ― ― 

第七条 外部からの衝撃による損傷の防止 無 ― ― 

第八条 立入りの防止 無 ― ― 

第九条 
発電用原子炉施設への人の不法な
侵入等の防止 

無 ― ― 

第十条 急傾斜地の崩壊の防止 無 ― ― 

第十一条 火災による損傷の防止 無 ― ― 

第十二条 
発電用原子炉施設内における溢水
等による損傷の防止 

無 ― ― 

第十三条 安全避難通路等 無 ― ― 

第十四条 安全設備 無 ― ― 

第十五条 設計基準対象施設の機能等 有 第 2項 別紙 1-3 

第十六条 全交流動力電源喪失対策設備 無 ― ― 

第十七条 材料及び構造 有 第 1項 別紙 1-4 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・セメント混練固化

装置の技術基準への

適合性確認を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第十八条 流体振動等による損傷の防止 無 ― ― 

第十九条 安全弁等 無 ― ― 

第二十条 耐圧試験等 有 第 1項 別紙 1-5 

第二十一条 監視試験片 無 ― ― 

第二十二条 炉心等 無 ― ― 

第二十三条 熱遮蔽材 無 ― ― 

第二十四条 一次冷却材等 無 ― ― 

第二十五条 燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備 無 ― ― 

第二十六条 原子炉冷却材圧力バウンダリ等 無 ― ― 

第二十七条 
原子炉冷却材圧力バウンダリの隔
離装置等 

無 ― ― 

第二十八条 一次冷却材処理装置 無 ― ― 

第二十九条 逆止め弁 無 ― ― 

第三十条 蒸気タービン 無 ― ― 

第三十一条 非常用炉心冷却設備 無 ― ― 

第三十二条 循環設備等 無 ― ― 

第三十三条 計測装置 無 ― ― 

第三十四条 安全保護装置 無 ― ― 

第三十五条 
反応度制御系統及び原子炉停止系
統 

無 ― ― 

第三十六条 制御材駆動装置 無 ― ― 

第三十七条 原子炉制御室等 無 ― ― 

第三十八条 廃棄物処理設備等 有 

第 1項 
  第二号 
 第三号 
第 2項 

 第一号 
  第二号 
 第三号 

別紙 1-6 

第三十九条 廃棄物貯蔵設備等 無 ― ― 

第四十条 放射性物質による汚染の防止 無 ― ― 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・セメント混練固化

装置の技術基準への

適合性確認を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第四十一条 生体遮蔽等 無 ― ― 

第四十二条 換気設備 無 ― ― 

第四十三条 原子炉格納施設 無 ― ― 

第四十四条 保安電源設備 無 ― ― 

第四十五条 緊急時対策所 無 ― ― 

第四十六条 警報装置等 無 ― ― 

第四十七条 
ナトリウムの漏えいによる影響の
防止 

無 ― ― 

第四十八条 ナトリウムの取扱い 無 ― ― 

第四十九条 カバーガスの取扱い 無 ― ― 

第五十条 準用 無 ― ― 

第三章 重大事故等対処施設 

第五十一条 重大事故等対処施設の地盤 無 ― ― 

第五十二条 地震による損傷の防止 無 ― ― 

第五十三条 津波による損傷の防止 無 ― ― 

第五十四条 火災による損傷の防止 無 ― ― 

第五十五条 特定重大事故等対処施設 無 ― ― 

第五十六条 重大事故等対処設備 無 ― ― 

第五十七条 安全弁等 無 ― ― 

第五十八条 
緊急停止失敗時に発電用原子炉を
未臨界にするための設備 

無 ― ― 

第五十九条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧
時に発電用原子炉を冷却するため
の設備 

無 ― ― 

第六十条 
原子炉冷却材圧力バウンダリを減
圧するための設備 

無 ― ― 

第六十一条 
原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧
時に発電用原子炉を冷却するため
の設備 

無 ― ― 

第六十二条 
最終ヒートシンクへ熱を輸送する
ための設備 

無 ― ― 

第六十三条 
原子炉格納容器内の冷却等のため
の設備 

無 ― ― 

第六十四条 
原子炉格納容器の過圧破損を防止
するための設備 

無 ― ― 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・セメント混練固化

装置の技術基準への

適合性確認を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術基準の条項 
評価の必要性の有無 

適合性 
有・無 項・号 

第六十五条 
原子炉格納容器下部の溶融炉心を
冷却するための設備 

無 ― ― 

第六十六条 
水素爆発による原子炉格納容器の
破損を防止するための設備 

無 ― ― 

第六十七条 
水素爆発による原子炉建屋等の損
傷を防止するための設備 

無 ― ― 

第六十八条 
使用済燃料貯蔵槽の冷却等のため
の設備 

無 ― ― 

第六十九条 
工場等外への放射性物質の拡散を
抑制するための設備 

無 ― ― 

第七十条 
緊急停止失敗時に炉心の著しい損
傷及び原子炉格納容器の破損を防
止するための設備 

無 ― ― 

第七十一条 
重大事故等の収束に必要な水源及
び水の供給設備 

無 ― ― 

第七十二条 電源設備 無 ― ― 

第七十三条 計装設備 無 ― ― 

第七十四条 原子炉制御室 無 ― ― 

第七十五条 監視測定設備 無 ― ― 

第七十六条 緊急時対策所 無 ― ― 

第七十七条 通信連絡を行うために必要な設備 無 ― ― 

第七十八条 準用 無 ― ― 

第四章 雑則 

第七十九条 電磁的記録媒体による手続 無 ― ― 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別紙 1-1 

1. 廃止措置中の発電用原子炉施設に係る適合性について 

 第三条の二に基づき，セメント混練固化装置は，性能維持施設である専ら廃止措置に必要な主要

装置として維持管理を行う（本文 6 表 6-1）。 

 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（廃止措置中の発電用原子炉施設） 

第三条の二 法第四十三条の三の三十四第二項の認可を受けた場合には，当該認可に係る廃止

措置計画（同条第三項において準用する法第十二条の六第三項又は同条第五項の規定による

変更の認可又は届出があったとき，その変更後のもの。以下この条において同じ。）で定め

る性能維持施設（研開炉規則第百十条の二第十一号の性能維持施設をいう。）については，

第二章及び第三章の規定にかかわらず，当該認可に係る廃止措置計画に定めるところによ

り，当該施設を維持しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・セメント混練固化

装置の技術基準への

適合性確認を追加 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別紙 1-2 

2. 地震による損傷の防止に係る適合性について 

 第五条第一項に基づき，固形化供給タンクから混練機までの配管については，「発電用原子炉施

設の工事計画に係る手続きガイド」により，当該系統の求める主たる機能を果たすために本流が流

れる配管であることから主配管とする。また,この範囲に接続される，混練機計量供給装置及び混

練機については，放射性廃棄物である濃縮廃液を受け入れることから，主要機器とする。主配管及

び主要機器については，「原子力発電所耐震設計技術指針」における耐震重要度分類にて,放射性

廃棄物を内蔵している設備に該当することから「Bクラス」として設計する（本文 7 7.1（1）③

（a）耐震設計）。 

 なお，第二項及び第三項は，適用の範囲外である。 

 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（地震による損傷の防止） 

第五条 設計基準対象施設は，これに作用する地震力（研開炉設置許可基準規則第四条第二項

の規定により算定する地震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないよ

うに施設しなければならない。 

２ 耐震重要施設（研開炉設置許可基準規則第三条第一項に規定する耐震重要施設をいう。以

下同じ。）は，基準地震動による地震力（研開炉設置許可基準規則第四条第三項に規定する

基準地震動による地震力をいう。以下同じ。）に対してその安全性が損なわれるおそれがな

いように施設しなければならない。 

３ 耐震重要施設が研開炉設置許可基準規則第四条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊によ

りその安全性が損なわれるおそれがないよう，防護措置その他の適切な措置を講じなければ

ならない。 

 

 

 

・セメント混練固化

装置の技術基準への

適合性確認を追加 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別紙 1-3 

3. 設計基準対象施設の機能等に係る適合性について 

 第十五条第二項に基づき，本文表 6-1に性能維持施設として維持すべき期間を定め，維持すべき

期間に要求される機能及び性能について，同表に定める機能維持の方法に基づき確認する（本文 6 

表 6-1）。 

 なお，第一項，第三項，第四項，第五項，第六項は，適用の範囲外である。 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

 （設計基準対象施設の機能等） 

第十五条 設計基準対象施設は，通常運転時において発電用原子炉の反応度を安全かつ安定的に

制御でき，かつ，運転時の異常な過渡変化時においても発電用原子炉固有の出力抑制特性を有

するとともに，発電用原子炉の反応度を制御することにより核分裂の連鎖反応を制御できる能

力を有するものでなければならない。 

２ 設計基準対象施設は，その健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止

中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含む。）ができるよう，施設しなければならな

い。 

３ 設計基準対象施設は，通常運転時において容器，配管，ポンプ，弁その他の機械又は器具か

ら放射性物質を含む流体が著しく漏えいする場合は，流体状の放射性廃棄物を処理する設備に

よりこれを安全に処理するように施設しなければならない。 

４ 設計基準対象施設に属する設備であって，蒸気タービン，ポンプその他の機器又は配管の損

壊に伴う飛散物により損傷を受け，発電用原子炉施設の安全性を損なうことが想定されるもの

には，防護施設の設置その他の損傷防止措置を講じなければならない。 

５ 設計基準対象施設に属する安全設備であって，第二条第二項第九号ロに掲げるものは，二以

上の発電用原子炉施設において共用し，又は相互に接続するものであってはならない。ただ

し，二以上の発電用原子炉施設と共用し，又は相互に接続することによって当該二以上の発電

用原子炉施設の安全性が向上する場合は，この限りでない。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

６ 前項の安全設備以外の安全設備を二以上の発電用原子炉施設と共用し，又は相互に接続する

場合には，発電用原子炉施設の安全性を損なわないよう，施設しなければならない。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別紙 1-4 

4. 材料及び構造に係る適合性について 

 第十七条第一項に基づき，固形化供給タンクから混練機までの配管については，「発電用原子炉

施設の工事計画に係る手続きガイド」により，当該系統の求める主たる機能を果たすために本流が

流れる配管であることから主配管とする。主配管については，「発電用原子力設備規格 設計・建

設規格」において，気体，液体，固体廃棄物処理系のうち低レベル系に分類され，最高使用圧力が

0MPaを超える管であることから「クラス 3配管」とし，また，使用する材料は，日本産業規格に

準じたものとすることで強度を確保する（本文 7 7.1（1）③（b）強度計算）。  

なお，第二項は適用の範囲外である。 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（材料及び構造） 

第十七条 設計基準対象施設（圧縮機，補助ボイラー，蒸気タービン（発電用のものに限

る。），発電機，変圧器及び遮断器を除く。）に属する容器，管，弁及びポンプ（以下「機

器」という。）並びにこれらを支持する構造物並びに燃料体，減速材（ナトリウム冷却型高速

炉に係るものにあっては，減速材を除く。）及び反射材（ナトリウム冷却型高速炉に係るもの

に限る。）を支持する構造物のうち，発電用原子炉施設の安全を確保する上で重要なもの（以

下この条において「機器等」という。）の材料及び構造は，当該機器等がその設計上要求され

る強度を有するものでなければならない。 

２ 機器等のうち主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部をいう。）は，次に定めると

ころによること。 

一 不連続で特異な形状でないものであること。 

二 溶接による割れが生ずるおそれがなく，かつ，健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良

その他の欠陥がないことを非破壊試験により確認したものであること。 

三 適切な強度を有するものであること。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

四 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法，溶接設備及び技能を有する溶接士

であることをあらかじめ確認したものにより溶接したものであること。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別紙 1-5 

5. 耐圧試験等に係る適合性について 

 第二十条第一項に基づき，自主検査において，耐圧漏えい検査を行い，これに耐え，かつ，著し

い漏えいがないことを確認する（本文 7 7.1（1）③（e）試験・検査）。 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（耐圧試験等） 

第二十条 発電用原子炉施設に属する機器のうち，発電用原子炉施設の安全を確保する上で重要

なものは，適切な耐圧試験又は漏えい試験を行ったとき，これに耐え，著しい漏えいがないも

のでなければならない。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

別紙 1-6 

6. 廃棄物処理設備等に係る適合性について 

 第三十八条第一項第二号に基づき，セメント混練固化装置は，アスファルト固化装置の跡地であ

る原子炉補助建屋内に他の設備と区分して設置する（本文 7 7.1（1）③（d）設置場所）。 

 第三十八条第一項第三号に基づき，セメント混練固化装置の主要機器及び主配管については，放

射性廃棄物を内蔵していることから，放射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響その他の負荷により

著しく腐食しない材料を使用するとともに，自主検査において，材料検査，外観検査及び寸法検査

を行い，必要な強度，耐食性を確保していることを確認する（本文 7 7.1（1）③（c）材料及び

（e）試験・検査）。 

 第三十八条第二項第一号に基づき，セメント混練固化装置が設置されるエリアにおいて，適切な

高さまでの壁面及び全ての床面について，放射性物質の漏えいをし難くし，また，漏えい拡大を防

止するため，耐水性の塗装を行う（本文 7 7.1（1）③（d）設置場所）。 

第三十八条第二項第二号に基づき，セメント混練固化装置は，アスファルト固化装置の跡地であ

る原子炉補助建屋内に設置し，既設の床面及び排液受け口を供用する。また，液体状の放射性廃棄

物が放射性廃棄物処理施設外へ漏えいすることを防止するための堰は，既認可の堰（別紙 1-6-1

「液体状の放射性廃棄物の漏えいを防止するために施設する堰の設置状況」）を供用する。セメン

ト固化体作製時に放射性廃棄物が漏えいした場合，廃液循環ポンプのシール部がリークした場合等

であっても，廃液の供給源である固形化供給タンクは既設を供用し，また，セメント混練固化装置

で固化体を作製するプロセスで取り扱う濃縮廃液の量も，既設のアスファルト固化装置による固化

体作製プロセスに包含されることから，既認可の堰（メリーゴーランド室，固形化蒸発缶室及び廃

液循環ポンプ室）を供用することにより漏えいが拡大することはない。なお，固形化供給タンク

は，上述のとおり既設を供用し改造や増設は伴わないことから，既認可の堰（固形化供給タンク

室）の変更はない（本文 7 7.1（1）③（d）設置場所）。 

 第三十八条第二項第三号に基づき，施設外への漏えいを防止するための堰は，既認可の堰（別紙

1-6-1「液体状の放射性廃棄物の漏えいを防止するために施設する堰の設置状況」）を供用し，漏
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

えいの拡大を防止する。この堰が供用できることは，上述した同項二号への対応と同じ理由である

（本文 7 7.1（1）③（d）設置場所）。 

 なお，第一項第一号，第四号，第五号，第六号及び第二項第四号並びに第三項は適用の範囲外で

ある。 

【研究開発段階発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の条文を抜粋】 

（廃棄物処理設備等） 

第三十八条 工場等には，次に定めるところにより放射性廃棄物を処理する設備（排気筒を含

み，次条及び第四十二条に規定するものを除く。）を施設しなければならない。 

一 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放射性物質の濃度が，

それぞれ原子力規制委員会の定める濃度限度以下になるように発電用原子炉施設において発

生する放射性廃棄物を処理する能力を有するものであること。 

二 放射性廃棄物以外の廃棄物を処理する設備と区別して施設すること。ただし，放射性廃棄

物以外の流体状の廃棄物を流体状の放射性廃棄物を処理する設備に導く場合において，流体

状の放射性廃棄物が放射性廃棄物以外の廃棄物を取り扱う設備に逆流するおそれがない場合

は，この限りでない。 

三 放射性廃棄物が漏えいし難い構造であり，かつ，放射性廃棄物に含まれる化学薬品の影響

その他の負荷により著しく腐食しないものであること。 

四 気体状の放射性廃棄物を処理する設備は，第四十二条第三号の規定に準ずるほか，排気筒

の出口以外の箇所において気体状の放射性廃棄物を排出しないこと。 

五 流体状の放射性廃棄物及び原子炉冷却材圧力バウンダリ（ナトリウム冷却型高速炉に係る

ものにあっては原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリとする。）内

に施設されたものから発生する高放射性の固体状の放射性廃棄物を工場等内において運搬す

るための容器は，取扱中における衝撃その他の負荷に耐え，かつ，容易に破損しないもので

あること。ただし，管理区域内においてのみ使用されるものについては，この限りでない。 
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新型転換炉原型炉施設 廃止措置計画変更認可申請書 補正前後比較表 

注）補正後欄の下線及び点線の囲いは，変更事項に含まない。 

補正前 補正後 備 考 

六 前号の容器は，内部に放射性廃棄物を入れた場合に，放射線障害を防止するため，その表

面の線量当量率及びその表面から一メートルの距離における線量当量率が原子力規制委員会

の定める線量当量率を超えないよう，遮蔽できるものであること。ただし，管理区域内にお

いてのみ使用されるものについては，この限りでない。 

２ 流体状の放射性廃棄物を処理する設備が設置される放射性廃棄物処理施設（流体状の放射性

廃棄物の漏えいが拡大するおそれがある部分に限る。以下この項において同じ。）は，次に定

めるところにより施設しなければならない。 

一 放射性廃棄物処理施設内部の床面及び壁面は，流体状の放射性廃棄物が漏えいし難い構造

であること。 

二 放射性廃棄物処理施設内部の床面は，床面の傾斜又は床面に設けられた溝の傾斜により流

体状の放射性廃棄物が排液受け口に導かれる構造であり，かつ，流体状の放射性廃棄物（気

体状のものを除く。以下同じ。）を処理する設備の周辺部には，流体状の放射性廃棄物の漏

えいの拡大を防止するための堰が施設されていること。 

三 放射性廃棄物処理施設外に通じる出入口又はその周辺部には，流体状の放射性廃棄物が放

射性廃棄物処理施設外へ漏えいすることを防止するための堰が施設されていること。ただ

し，放射性廃棄物処理施設内部の床面が隣接する発電用原子炉施設の床面又は地表面より低

い場合であって，放射性廃棄物処理施設外へ漏えいするおそれがない場合は，この限りでな

い。 

四 工場等外に排水を排出する排水路（湧水に係るものであって放射性物質により汚染するお

それがある管理区域内に開口部がないもの並びに排水監視設備及び放射性物質を含む排水を

安全に処理する設備を施設するものを除く。）上に放射性廃棄物処理施設内部の床面がない

よう，施設すること。 

３ 第一項第五号の流体状の放射性廃棄物を運搬するための容器は，前項第三号に準じて流体状

の放射性廃棄物の漏えいの拡大を防止するように施設しなければならない。ただし，管理区域

内においてのみ使用されるもの及び漏えいするおそれがない構造のものは，この限りでない。 
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